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            厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

 

 

「認知症伴走型支援事業の積極的な活用について」の周知について 

 

 

日頃より厚生労働行政の推進について御協力いただき御礼申し上げます。 

2025年には認知症高齢者数が高齢者人口の 20％に達することが見込まれるな

ど、認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることな

どを含め、多くの人にとって身近なものとなっています。認知症の進行度合いは

人によってそれぞれではありますが、認知症が進行するいずれの過程において

も、認知症の人が住み慣れた地域で暮らし続けることができるとともに、地域の

一員として、自身にあった方法で社会に参加し続けられることが必要です。 

認知症が身近なものとなる一方で、身近な地域で早い段階から認知症につい

て相談でき、また、認知症の経過に伴って生じる生活上の諸課題についても認知

症に精通した人々が継続して対応することにより、理解を促しながら適切な情

報を提供し、症状に合わせた対応の工夫や生活環境の改善、家族関係の調整に向

けた助言などの相談支援ができるような体制が求められています。 

このため、令和３年度より、認知症総合戦略推進事業において、認知症の人や

家族への継続的な支援について、よりきめ細かに対応し、介護者の負担軽減につ

ながるよう、本人や家族に対して日常的・継続的な支援を提供するための拠点を

整備する『認知症伴走型支援事業』（別添１）を創設したところです。 

これは、市町村が、認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

や特別養護老人ホーム、小規模多機能型居宅介護など地域の既存資源を活用し

て、高齢者本人の生きがいにつながるような支援や専門職ならではの日常生活

上の工夫等の助言や、効果的な介護方法や介護に対する不安の解消など家族の

精神的・身体的負担軽減に資する助言等を継続的に行う『伴走型の支援拠点』を

整備した際に、必要となる人件費や間接経費を助成するものであり、地域におけ

る認知症の人本人や家族に対する支援体制の充実を図るための事業として創設

したものです。 

また、当該事業に関連し、令和２年度老人保健健康増進等事業により、『地域

における認知症ケアの拠点としての認知症高齢者グループホームでの適切な相

談支援に関する調査研究事業』を実施し、認知症グループホームが認知症伴走型



 

支援事業を行うためのマニュアルを作成したところです。本マニュアルは、認知

症高齢者グループホームのみならず、そのほかのサービスについても参考とす

ることが出来る内容となっております。 

今般、都道府県、指定都市、中核市に対して別紙のとおり事務連絡を発出いた

しましたので、貴会におかれましても、別紙の内容についてご了知いただくとと

もに、貴会会員各位の積極的な活用が図られるよう、周知やお声がけにつきまし

て、ご協力をお願いいたします。 

 

 

 

【別紙】 

・認知症伴走型支援事業の積極的な活用について 

・（別添１）認知症高齢者や家族に対する伴走型支援拠点の整備の推進（事業概要及び実施

要綱抜粋） 

・（別添２）伴走型相談支援マニュアル～認知症高齢者グループホームで「認知症伴走型支 

援事業」に取り組むために～ 

 

 

 【照会先】  
厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 
担当 ：村上、竹藤 
℡  ：03-5253-1111 内線（3973） 
Mail : ninchisyo@mhlw.go.jp 


